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事 業 報 告
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

１．株式会社及び企業集団の現況に関する事項  

(1) 事業の経過及びその成果

当事業年度の日本経済は、緩やかな回復基調を維持する一方、国内外の不確実性要因をはらんだ状況
で推移いたしました。個人消費は、賃上げ・雇用環境の改善に支えられ底堅く推移しております。設備
投資は、人手不足が深刻化する中、省力化・デジタル関連投資を中心に堅調に推移し、経済成長の主要
因となりました。エネルギー・原材料価格の高止まりや人件費上昇により、物価は高水準で推移してお
り、家計や企業収益を圧迫する要因となりました。海外経済の減速リスクや地政学的リスク、国際商品
市況の変動などが、日本経済の先行きに対する不確実性要因として認識される一年となりました。

パチンコ業界では、参加人口は微増となっており、スマート機を中心にパチスロ機が顧客の支持を得
ている一方、パチンコ機の不振が続いております。店舗数は小規模・中規模の店舗を中心に減少傾向が
続いており、全国チェーンや地方有力企業の寡占化が進んでおります。

このような経済環境のもと、当社グループのパチンコホール事業につきましては、2 店舗の新規開店の
一方、不採算店舗 6 店舗を閉鎖したことにより、当事業年度末の店舗数は 423 店舗となっております。

新規開店をしたダイナム滋賀彦根店、ダイナム長野上田店はともに現在の市場ニーズに応じて、パチ
ンコ遊技機の設置台数より、スロット遊技機の設置台数が多い店舗となっております。その他にもパチ
スロ機増台工事を 119 店舗で実施し、パチスロ設置台数は前期末比 4,985 台増となりました。

また株式会社ネクストプレイズを設立し、クレーンゲーム市場への参入を計画しております。閉鎖し
たグループパチンコホールの資産有効活用、またパチンコホール事業で培ったノウハウを利用し、パチ
ンコホールとは異なる日常の娯楽の提供を目指してまいります。

航空機リース事業につきましては、当事業年度中に機体 2 機・エンジン 1 基を購入し、保有機数は 12
機、エンジン 1 基となり、他社保有とあわせて機体 19 機、エンジン 2 基の管理を行っております。日本
の投資家向けに航空機リースの販売、機体管理サービスの提供を行い事業の拡大を図ってまいります。

これらの結果、当期の単独業績につきましては、子会社からの受取配当金を主要因に、営業収入 42 億
52 百万円（前期比 71.2％）、経常利益 31 億 97 百万円（前期比 65.7％）、当期利益 32 億 22 百万円（前
期比 65.8％）となりました。

また、連結業績(※)につきましては、営業収入 1,231 億 86 百万円（前期比 97.7％）、営業利益 91 億
54 百万円（前期比 83.4％）、親会社の所有者に帰属する当期利益 26 億 3 百万円（前期比 64.9％）とな
りました。

(※) 連結業績の数値は、当社が参考情報として任意に開示する国際財務報告基準（IFRS）で作成された連結財務諸表
の数値であり、独立監査人による監査を受けておりません。
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(2) 資金調達の状況

① 当社の資金調達の状況

該当事項はありません。

② 企業集団の資金調達の状況

当事業年度においては、既存借入金の約定返済を進めるとともに、当社グループの今後の資金需
要を見据えた現預金残高の適正化を図ってまいりました。パチンコ事業においては、新店出店およ
びパチスロ機増台工事等の設備投資を目的として、銀行借入により80億円の資金調達を実施いたし
ました。また、航空機リース事業においては、市場における当社グループのプレゼンス強化を図る
べく、最新鋭の航空機2機および航空機用エンジン1基を購入いたしました。これに伴い、外貨建借
入により140百万米ドル余りの資金調達を実施しております。なお、有利子負債の外貨建借入のう
ち413億59百万円は、ノンリコースローン（非遡及型融資）の形態で実施しており、当該ノンリコ
ースローンについては、リース供与先からの受取リース料を返済原資とし、その範囲以上の返済義
務を負わない契約となっており、財務的リスクが低減されております。

これらの結果、期末日現在の現預金残高は、前期比８億４百万円増加の368億28百万円、有利子
負債は236億13百万円増加の1,106億87百万円となっております。

なお、当社グループではＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を導入しており、グル
ープ各社の資金を集中管理することにより、資金の効率化を図っております。

（注) 企業集団の資金調達の状況に記載の数値は、当社が参考情報として任意に開示する国際財務報告基準（IFRS）
で作成された数値であり、独立監査人による監査を受けておりません。

(3) 設備投資の状況  

① 当社の設備投資の状況

  該当事項はありません。

② 企業集団の設備投資の状況

当事業年度における企業集団の設備投資は総額100億２百万円であり、パチンコ事業における店舗
設備の取得が主なものであります。
(注) 企業集団の設備投資の状況に記載の数値は、当社が参考情報として任意に開示する国際財務報告基準（IFRS）

で作成された数値であり、独立監査人による監査を受けておりません。

(4) 対処すべき課題

① 客数・収益力の向上

2025年はパチンコでは「LT（ラッキートリガー）3.0プラス」、パチスロでは「BT（ボーナスト
リガー）」の発売に伴い、今後は顧客の様々なニーズに対応した新しいゲーム性を有した遊技機の登
場が期待されております。当社グループにおきましても、顧客ニーズの精緻な分析を行い、競争力の
一層の強化に努めてまいります。また不採算店舗の閉鎖・撤退を行う一方、撤退後の資産を活用でき
るリーシング、異業種への転換を進めることで、収益性の向上と既存店舗への投資原資の創出を図っ
てまいります。

② ローコスト経営の推進 変更なし

当社グループは、顧客がより安価に遊技を楽しめる低貸玉営業の比率が高くなっております。低貸
玉営業は、高貸玉営業に比較し営業収入や利益も総じて小さくなるため、よりローコストで経営する
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技術・ノウハウが求められます。当社グループは、日本最多の店舗数であるメリットを活かし、店舗
オペレーションの標準化、建築資材・設備機器・消耗品類の一括購入、外注業務の一部内製化などを
通じて、さらなるローコスト経営を推進してまいります。

③ 内部統制の強化

当社グループでは、グループ内部統制委員会を設置しており、取締役会で決議された「内部統制の
基本方針」に基づき、グループにおける内部統制システムの構築を行うとともに、法令の状況変化に
応じた点検・整備を行っております。また、グループ危機管理委員会を設置し、グループ全体に内在
するリスクを包括的に把握し、危機管理に関する課題解決に取り組んでおります。

(5) 財産及び損益の状況の推移

① 当社の財産及び損益の推移

区分
第12期 第13期 第14期 第15期

2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 2026年3月期
(当事業年度)

売上高 (百万円) 4,631 4,477 5,970 4,252

経常利益 (百万円) 3,781 3,599 4,865 3,197

当期純利益 (百万円) 3,771 3,585 4,896 3,222

１株当たり当期純利益 (円) 5.25 5.07 7.03 4.63

総資産 (百万円) 101,649 114,736 105,978 108,846

純資産 (百万円) 87,801 86,371 87,786 87,196

１株当たり純資産額 (円) 123.06 124.02 126.05 126.11

② 企業集団の財産及び損益の推移

区分

国際財務報告基準（IFRS）

第12期 第13期 第14期 第15期

2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 2026年3月期
(当連結会計年度)

営業収入 (百万円) 117,206 130,363 126,076 123,186

営業利益 (百万円) 6,764 8,983 10,972 9,154

親会社の所有者に帰属
する当期利益 (百万円) 1,806 3,384 4,009 2,603

基本的１株当たり当期
利益 (円) 2.52 4.78 5.76 3.74

総資産 (百万円) 325,608 366,045 349,386 382,248

親会社の所有者に帰属
する持分合計 (百万円) 128,425 131,485 131,323 132,752

１株当たり親会社所有
者帰属持分 (円) 180.00 188.79 188.56 191.99

(注) 企業集団の財産及び損益の推移に記載の数値は、当社が参考情報として任意に開示する国際財務報告基準
（IFRS）で作成された数値であり、独立監査人による監査を受けておりません。
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（2026年３月31日現在）

会社名 資本金 議決権
比率(％) 主要な事業内容

株式会社ダイナム 5,000百万円 100 パチンコホール経営

夢コーポレーション株式会社 50百万円 100 パチンコホール経営

株式会社キャビンプラザ 10百万円 100 パチンコホール経営

株式会社ダイナムビジネスサポート 100百万円 100 不動産賃貸、不動産管理

株式会社日本ヒュウマップ 100百万円 100 飲食店の営業、清掃

Dynam Hong Kong Co.,Limited
（大樂門香港有限公司） 9億香港ドル 100 アジア圏での事業投資

Dynam Aviation Ireland Limited 100万米ドル 100 航空機リース

③ 特定完全子会社に関する事項

（2026年３月31日現在）
名称 住所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

株式会社ダイナム 東京都荒川区西日暮里
二丁目27番５号 49,701百万円

108,846百万円
Dynam Aviation Ireland 
Limited

32 Molesworth Street, 
Dublin2, D02Y512, Ireland 32,007百万円

(7) 主要な事業内容

当社は、持株会社として、グループ全体の経営を統括しております。
当社グループの主要な事業は以下のとおりであります。

（2026年３月31日現在）
事業区分 事業内容

パ チ ン コ 事 業 パチンコホール経営

不 動 産 関 連 事 業 不動産賃貸、不動産管理

飲 食 事 業 パチンコホールに併設する飲食店の営業

清 掃 事 業 パチンコホール・ホテル・オフィスなどの清掃

投 資 事 業 アジア圏での事業投資

航 空 機 リ ー ス 事 業 航空機リース
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(8) 主要な事業所

当社
（2026年３月31日現在）

本 店 東京都荒川区西日暮里二丁目25番１-702号

香 港 支 店 Unit 1, 32/F, Hong Kong Plaza, 188 Connaught Road West, Hong Kong

主要な子会社
（2026年３月31日現在）

株 式 会 社 ダ イ ナ ム

本 店 東京都荒川区西日暮里二丁目27番５号

店 舗 46都道府県に389店舗

物流センター 16道県に16箇所

夢 コ ー ポ レ ー シ ョ ン 株 式 会 社
本 店 愛知県豊橋市舟原町195番地１

店 舗 17県に29店舗

株 式 会 社 キ ャ ビ ン プ ラ ザ
本 店 東京都葛飾区金町六丁目５番８号

店 舗 ３県に５店舗

株 式 会 社 ダ イ ナ ム
ビ ジ ネ ス サ ポ ー ト 本 店 東京都葛飾区金町六丁目５番８号

株 式 会 社 日 本 ヒ ュ ウ マ ッ プ 本 店 東京都荒川区西日暮里五丁目15番７号

株 式 会 社 ネ ク ス ト プ レ イ ズ 本 店 東京都荒川区西日暮里二丁目25番１-702号

Dynam Hong Kong Co.,Limited
（大樂門香港有限公司）

本 店 Unit 1, 32/F, Hong Kong Plaza, 188
Connaught Road West, Hong Kong

Dynam Aviation Ireland Limited 本 店 32 Molesworth Street, Dublin2, 
D02Y512, Ireland

(9) 従業員の状況

① 当社の従業員数

（2026 年３月 31 日現在）
従業員数 前期末比増減

25 名 5 名減

(注) １．従業員数は、就業人員数であり、上記のほか臨時従業員1名（当連結会計年度中の平均雇用人数）を雇用
しております。

２．当社からの出向者は除き、当社への出向者を含んでおります。
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② 企業集団の従業員数

（2026 年３月 31 日現在）
従業員数 前期末比増減

4,084 名 229 名減

(注) 従業員数は、就業人員数であり、上記のほか臨時従業員7,992名（当連結会計年度中の平均雇用人数）を雇用して
おります。

(10) 主要な借入先

（2026 年３月 31 日現在）
借入先 借入残高

株式会社みずほ銀行 4,500 百万円

株式会社三井住友銀行 3,000 百万円

２．会社の株式に関する事項 （2026年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 2,520,000,000株

(2) 発行済株式の総数 696,443,096株（自己株式 5,000,000株を含む。）

(3) 株主数 134名

(4) 大株主（上位10名）

株主名
当社への出資状況

持株数（千株) 持株比率（％)

Sato Aviation Capital Limited 187,522 27.12

HKSCC Nominees Limited 131,764 19.06

リッチオ株式会社 95,810 13.86

一般財団法人ユーラシア財団 from Asia 80,000 11.57

佐藤 公平 49,639 7.18

ダイナムグループ取引先持株会 21,683 3.14

佐藤 政洋 19,579 2.83

ダイナムジャパンホールディングス従業員持株会 15,049 2.18

佐藤 茂洋 14,939 2.16

ラプレ株式会社 14,580 2.11

（注）１．持株比率は自己株式（5,000,000株）を控除して計算しております。
   ２．大株主の保有持株数については、実質保有持株数で記載しております。
   ３．HKSCC Nominees Limitedは、香港証券取引所である Hong Kong Exchanges and Clearing Limited

の子会社であり、中央清算決済システム（Central Clearing and Settlement System）の口座に預託
された香港上場株式の名義株主となっております。
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(5) その他株式に関する重要な事項

① 自己株式の取得

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の実施を可能とするとともに、資本効率の
向上を図るため、2025年６月24日開催の定時株主総会において自己株式取得の包括授権の決議を
行っており、同決議に基づき以下のとおり自己株式を取得しております。

取締役会決議日 取得期間 取得株式数

2025年６月24日 2026年３月12日から
2026年３月31日まで 5,000,000株

② 自己株式の消却

該当事項はありません。

３．会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び執行役の状況

（2026年３月31日現在）

氏名 当社における
地位及び担当 重要な兼職の状況

保 坂 明

取 締 役 兼 執 行 役
取 締 役 会 議 長
代 表 執 行 役 社 長
指 名 委 員
報 酬 委 員

株式会社ダイナム 代表取締役社長

佐 藤 洋 治 非 業 務 執 行 取 締 役
Dynam Hong Kong Co.,Limited
（大樂門香港有限公司）Director
一般財団法人ユーラシア財団from Asia 代表理事

佐 藤 公 平 非 業 務 執 行 取 締 役

加 藤 光 利
独立非業務執行取締役
指 名 委 員 会 議 長
報 酬 委 員 会 議 長

トーマス・イップ 独立非業務執行取締役
監 査 委 員

AIP Partners C.P.A Limited
Practising Director（香港公認会計士)

神 田 聖 人 独立非業務執行取締役
監 査 委 員 会 議 長 税理士

加 藤 公 司 独立非業務執行取締役
監 査 委 員 弁護士

伊 藤 ま ゆ み
独立非業務執行取締役
指 名 委 員
報 酬 委 員

大 部 清 司 執 行 役

Dynam Hong Kong Co.,Limited
（大樂門香港有限公司）Director
Dynam Aviation Ireland Limited Director
株式会社ダイナム 常務取締役

佐 藤 公 治 執 行 役 株式会社ダイナム 常務取締役
株式会社ネクストプレイズ 代表取締役

檜 垣 賢 一 執 行 役

(注) １．加藤光利氏、トーマス・イップ氏、神田聖人氏、加藤公司氏及び伊藤まゆみ氏は会社法第２条第15号に定
める社外取締役であり、香港証券取引所上場規則に基づく独立非業務執行取締役であります。

２．監査委員の神田聖人氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するも
のであります。

３．監査委員のトーマス・イップ氏は、香港公認会計士であり、香港でタックスアドバイザーを勤めており、
財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

４．監査委員の加藤公司氏は、弁護士の資格を有しております。また、他社の社外監査役の経験も豊富であり、
財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

５．当社は、監査委員会の職務を補助する常勤の監査補助者を監査委員会事務局に配置しているため、常勤の
監査委員の選定は行っておりません。
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(2) 報酬委員会による取締役及び執行役の報酬等の決定方針及び当該方針の内容

報酬委員会において、役員報酬及び役員賞与の支給方法を以下のとおり定めております。

① 取締役・執行役の報酬決定に関する事項

同業他社等の民間企業の支給水準を勘案のうえ、個別役員に期待する役割及び責任に見合った報
酬の水準を決定しております。

② 取締役の報酬

取締役の報酬は、固定報酬と役員賞与から構成され、固定報酬は、役位及び役割、常勤・非常勤
の別を反映した報酬ランクに基づき支給し、役員賞与は、業績達成度に応じて支給しております。
なお、執行役を兼務する取締役には、取締役としての報酬は支給しておりません。

③ 執行役の報酬

執行役の報酬は、固定報酬と役員賞与から構成され、固定報酬は役位及び役割に応じた報酬ラン
クに基づき支給し、役員賞与は業績達成度に応じて支給しております。

(3) 取締役及び執行役の報酬等の総額

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
区分 支給人数 報酬等の総額

非 業 務 執 行 取 締 役 7名(※) 44百万円   

（ う ち 独 立非 業 務執 行取 締 役 ） (5名) (32百万円)   

執 行 役 4名(※) 121百万円   

(注) １．記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
２．取締役及び執行役に対する金銭以外の報酬はありません。

(※) 期末日現在、取締役８名（うち独立非業務執行取締役５名、執行役兼務１名）、執行役３名となっております。
なお、取締役が執行役を兼務している期間においては、取締役としての報酬は支給しておりません。

(4) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

(5) 役員等賠償責任保険契約

当社は、会社法第 430 条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が負担することになる損害賠償金及び争訟費用に対し当該保険契約により填補することとし
ております。

当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社の取締役及び執行役並びに当社の一部子会社の取締
役、監査役、執行役員及び重要な使用人であり、その保険料を当社及び当社の子会社が負担しており
ます。また、被保険者の職務執行の適正性を担保するための措置として、法令違反に起因する損害等
は保険適用の対象外としております。
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(6) 独立非業務執行取締役に関する事項

① 他法人等の重要な兼職状況

４.会社役員に関する事項(1)取締役及び執行役の状況の表に記載のとおりであります。当社と兼任
している他の法人等との間には、取引関係等はありません。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況

独立非業務執行取締役の出席状況、発言状況及び独立非業務執行取締役に期待される役割に関して
行った職務の概要

氏名 職務の概要

加 藤 光 利

当事業年度開催の取締役会13回、指名委員会3回、報酬委員会3回の全てに出席
し、金融界及び企業経営に関する豊富な経験と幅広い見識に基づき、客観的、
専門的な視点から経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行っておりま
す。また、指名委員会及び報酬委員会ではそれぞれ議長として議案の審議を主
導しております。

トーマス・イップ
当事業年度開催の取締役会13回、監査委員会15回の全てに出席し、香港公認会
計士としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、客観的、専門的な視点から経
営への助言や業務執行に対する適切な監督を行っております。

神 田 聖 人
当事業年度開催の取締役会13回、監査委員会15回の全てに出席し、税理士とし
ての豊富な経験と幅広い見識に基づき、客観的、専門的な視点から経営への助
言や業務執行に対する適切な監督を行っております。また、監査委員会では議
長として議案の審議を主導しております。

加 藤 公 司
当事業年度開催の取締役会13回、監査委員会15回の全てに出席し、弁護士とし
ての豊富な経験と幅広い見識に基づき、客観的、専門的な視点から経営への助
言や業務執行に対する適切な監督を行っております。

伊 藤 ま ゆ み
当事業年度開催の取締役会13回、指名委員会3回、報酬委員会3回の全てに出席
し、マーケティング及び企業経営に関する豊富な経験と幅広い見識に基づき、
客観的、専門的な視点から経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行っ
ております。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

PwC Japan有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

  91百万円
(注) 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

(3）会計監査人の報酬等に監査委員会が同意した理由

監査委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会
計監査人の監査チーム体制、監査計画、監査の実施状況、監査法人の品質管理体制の整備、監査報酬の
見積もりなどを確認し検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っ
ております。

(4) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査委員の全員の同意に基づき監査委員会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査委員会が選
定した監査委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の
理由を報告いたします。

また、監査委員会は、会計監査人の監査品質並びに監査実施の有効性及び効率性等を勘案し、再任
若しくは不再任の検討を毎年行っております。
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６．会社の体制及び方針

(1) 業務の適正を確保するための体制の整備

当社は、取締役会において、内部統制の基本方針を以下のとおり決議しております。

１．執行役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
執行役は、法令および文書管理に関する規程に従い、執行役の職務の執行に係る情報を保存

および保管する。
執行役は、取締役、監査委員会、会計監査人の要請があった場合、執行役の職務の執行に係

る情報を開示することができる体制を整備し、運用する。

２．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
執行役は、事業活動を阻害するリスクに対処するため、グループ危機管理委員会を設置し、

リスク管理に関する規程を整備する。
グループ危機管理委員会は、リスク情報を網羅的に集約し、そのリスク分析および管理策の

策定を行う。
執行役は、不測の事態が発生した場合は、緊急対策本部を設置し、損害の拡大を最小限にと

どめる。

３．執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、適正かつ効率的な執行役の職務の執行を確保するため、取締役会を月１回定時に開

催するほか必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、その他、社内規程を整備し執行役の権
限および責任ならびに会議体における審議および決定の手続きの過程を明確にし、もって効率
的な職務執行体制および業務執行の責任体制の確立を図る。

４．執行役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
当社は、法令および定款を遵守することはもとより、企業理念に則った事業を運営していく

ため、以下の取り組みを行う。

（１）当社は、役員および従業員が法令、定款および当社の企業理念を遵守した行動をとるため
「ダイナムジャパンホールディングスグループ企業行動憲章」を定める。

（２）当社は、役員および従業員に、「ダイナムジャパンホールディングスグループ企業行動憲
章」を継続して周知する。

（３）当社は、「ダイナムジャパンホールディングスグループ企業行動憲章」に基づき、コンプ
ライアンスに関する課題の解決を図る。

（４）執行役は、当社グループ（以下「グループ」という。）の内部通報制度の仕組みをつく
り、コンプライアンス体制の実効性を高める。
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５．株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた
めの体制

当社は、グループ会社間の取引について法令に従い適法に行うとともに、グループの各社が
適正な業務執行を行っていくため、以下の取り組みを行う。

（１）当社は、定期的に開催される経営戦略会議、事業報告会議において、子会社の経営状況、
財務状況その他重要な情報について報告を受け審議するとともに、子会社に是正を指示した
事項に係る対応状況について把握することにより、適切な経営指導および管理を行う。かか
る過程において、予見されるビジネスリスクを継続して把握し、必要な諸施策を講ずる。

（２）執行役は、グループ内部統制委員会とグループ危機管理委員会を設け、グループ全体の損
失の危険の管理のために必要な体制の整備と運用を行う。

（３）取締役会は、グループ経営の基本方針を定め、グループ会社の事業計画および予算を承認
し、その業務執行の効率性を確保する。

執行役は、業務執行にあたっては、取締役会規則、執行役業務執行規則その他執行役の職
務と権限に関する規程に基づき、適正な手続に則って業務の決定を行うとともに、子会社の
規模や状況に応じて、財務経理、人事、法務の業務を支援する。

（４）執行役は、「ダイナムジャパンホールディングスグループ企業行動憲章」ならびに法令お
よびグループ各社の社内規程をグループの役員および従業員に継続して周知する。

執行役は、財務諸表および財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のある情報の信頼性を確
保することにより財務報告の信頼性を高めるものとする。

執行役は、コンプライアンスに関する従業員の意識調査およびグループの内部通報制度等
を活用して、グループにおける法令違反等の問題の早期発見と適時な対応を行い、内部通報
制度の運用に問題があると認めるときは、その改善を求める。

当社は、市民社会の秩序や安全に威嚇を与える反社会的勢力および団体（以下「これら団
体等」という。）とは一切の関係を遮断し、これらの団体等からの不当要求を断固拒否する
と共に、これらの団体等と関係のある企業、団体、個人とはいかなる取引も行わない。ま
た、警察、顧問弁護士等の外部専門機関との連携に努め、グループ全社を挙げて毅然とした
態度で対応する。

６．監査委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項
執行役は、監査委員会の職務を補助すべき使用人より構成される監査委員会事務局を設置す

る。

７．前号の使用人の執行役からの独立性に関する事項
執行役は、監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する規程を設け、その使用人の職務遂

行および人事等について独立性を確保するために必要な事項を定め、運用する。
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８．監査委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に対する指示の実効性の確保に関する体制
執行役は、監査委員会の職務を補助すべき使用人について、他部門の使用人を兼務させるこ

とができるものとし、監査委員会から要請があったときには専任の者を配置するものとする。
また、当該使用人が監査委員会または監査委員会から指名を受けた監査委員の指揮命令に従っ
てその職務を遂行する体制を整備する。

９．執行役および使用人が監査委員会に報告をするための体制その他の監査委員会への報告に関す
る体制

当社は、監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するため、執行役および従業員の
業務執行に関する定期報告や重要事項の報告が、監査委員会に行われるよう、以下の取り組み
を行う。

（１）執行役または執行役が指名した者は、監査委員会に対し、定期的にその職務および業務の
執行状況について、報告を行うものとする。

（２）取締役（監査委員である取締役を除く。）、執行役および従業員ならびに子会社の役員お
よび従業員は、監査委員会の求めに応じて、その職務および業務の執行状況について報告を
行うものとする。

（３）取締役（監査委員である取締役を除く。）、執行役および従業員ならびに子会社の役員お
よび従業員は、当社または当社の子会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項ならびに重大
な法令および定款に違反する事実を発見した場合は、監査委員会に直接報告できるものとす
る。

（４）グループの内部通報制度の担当部門は、グループの内部通報の活動状況について、定期的
に監査委員会に報告する。

（５）執行役は、監査委員会または監査委員へ報告を行ったグループの役員および従業員に対す
る当該報告をしたことを理由とした不利益取扱いを禁止する。

10．監査委員の職務の執行（監査委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用
の前払等の処理に係る方針に関する事項

   当社は、監査委員が当社に対し、その職務の執行について、会社法に基づく費用の前払等の
請求をしたときは、当該請求に係る費用または債務が当該監査委員の職務の執行に必要でない
と認められる特段の事情がない限り、これを拒むことができず、速やかに当該費用または債務
を処理する。

11．その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
   執行役は、監査委員会の指名する監査委員に対し、執行役が主宰する経営会議体に出席する

機会を提供する。
グループ監査部門の責任者は、内部監査計画について監査委員会と協議し、グループ業務の

監査ならびに内部統制の整備および運用について監査した結果を監査委員会に報告する。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりです。

① コンプライアンス

当社は企業理念・経営方針で構成された「ダイナムジャパンホールディングスグループ企業行動憲
章」を定めております。役員及び従業員は、この企業行動憲章に則り行動することを徹底し、当該内
容の浸透を図るため、全役員・従業員への教育を継続して行っております。当事業年度においては、
「個人情報保護に係る教育」や職場環境改善に向けた「ハラスメント防止教育」のほか、「情報セキ
ュリティ教育」について、重点的な取組みを行っております。

当社は組織的又は個人による法令違反等のコンプライアンス違反行為や業務遂行上の違反行為等の
早期発見を目的に内部通報制度を運用しております。また、反社会的勢力排除に向けた対応として、
取引先に対するスクリーニング調査を実施しており、反社会的勢力との関係を一切遮断するための必
要な措置を講じております。

② 危機管理

当社はグループ全体の危機管理体制の構築を目的に、グループ危機管理委員会を設置しており、事
業活動を阻害するリスク分析及び事件事故が発生した際の緊急対策の対応について協議しております。
当事業年度においては、カムチャツカ半島東方沖を震源とする地震に伴う津波、８月の熊本・鹿児
島・石川における豪雨被害等の自然災害発生時において、従業員安否確認、店舗の安全確認を速やか
に実施し、必要な措置を講じております。また、12月以降、全国的に不審メールが大量に送信されて
いる状況を踏まえ、臨時グループ危機管理委員会を開催し対策を協議、セキュリティ対策及び従業員
への周知・教育を実施する等、必要な措置を講じております。
  

③ 子会社管理

毎月開催している事業報告会議等にて、子会社の経営上の重要な事項について報告を受けるなど、
適切な経営指導を行っております。また、当社は子会社の監査を実施しており、法令遵守状況と業務
執行状況等を点検しております。当該監査によってグループ各社における課題や問題点を早期に確認
し、当該課題について改善計画書を作成して対応することで業務の適正性確保及び効率化を図ってお
ります。

(3) 会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、連結業績に連動した株主への利益還元を重要課題の一つとして位置付けております。剰余
金の配当につきましては、国際財務報告基準（IFRS）で計算された連結当期利益の35％を下回らない
配当を実施することを基本方針としております。

なお、剰余金の配当につきましては、2025年11月27日開催の取締役会決議に基づき、１株当たり2.5
円の中間配当を実施いたしました。期末配当につきましては2026年５月28日開催の取締役会において
１株当たり2.5円と決定させていただきました。
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貸 借 対 照 表
（ 2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 現 在 ）

（単位：百万円）
科   目 金   額 科   目 金   額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 8,167 流動負債 15,384

現金及び預金 5,766 1年以内返済長期借入金 1,250

短期貸付金 1,900 未払金 46

未収還付法人税等 30 未払法人税等 111

その他 469 預り金 13,924

役員賞与引当金 18

その他 32

固定資産 100,679 固定負債 6,265

有形固定資産 303 長期借入金 6,250

建物 101 長期未払金 14

工具器具備品 0 繰延税金負債 0

土地 200

負債合計 21,650

投資その他の資産 100,376 （純資産の部）

関係会社株式 99,712 株主資本 87,196

その他 663 資本金 15,000

資本剰余金 51,026

資本準備金 12,909

その他資本剰余金 38,117

利益剰余金 21,500

その他利益剰余金 21,500

繰越利益剰余金 21,500

自己株式 △330

純資産合計 87,196

資産合計 108,846 負債・純資産合計 108,846

株式会社ダイナムジャパンホールディングス
単体計算書類
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損 益 計 算 書
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位：百万円）
科       目 金      額

売上高 4,252

売上総利益 4,252

販売費及び一般管理費 1,031

営業利益 3,220

営業外収益

受取利息 5

為替差益 128

雑収入 15 150

営業外費用

支払利息 93

資金調達費用 57

雑支出 23 174

経常利益 3,197

税引前当期純利益 3,197

法人税､住民税及び事業税 △27

法人税等調整額 1 △25

当期純利益 3,222
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

2025年４月１日残高 15,000 12,909 38,117 51,026 21,760 21,760

事業年度中の変動額

剰余金の配当 － － － － △3,482 △3,482

当期純利益 － － － － 3,222 3,222

自己株式の取得 － － － － － －

自己株式の消却 － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － △259 △259

2026年３月31日残高 15,000 12,909 38,117 51,026 21,500 21,500

株  主  資  本 純資産
合計自己株式 株 主 資 本

合 計
2025年４月１日残高 － 87,786 87,786

事業年度中の変動額

剰余金の配当 － △3,482 △3,482

当期純利益 － 3,222 3,222

自己株式の取得 △330 △330 △330

自己株式の消却 － － －

事業年度中の変動額合計 △330 △589 △589

2026年３月31日残高 △330 87,196 87,196
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
関係会社株式…移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券

①市場価格のない株式等以外のもの… 時価法（評価差額は全額純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して
おります。

②市場価格のない株式等……………… 移動平均法による原価法を採用しております。
   
(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産…定率法を採用しております。
ただし、建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日以後に取得した建物附属設備につい
ては定額法を採用しております。

② 無形固定資産…定額法を採用しております。
自社利用のソフトウエアについては、社内の利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して
おります。

(3) 引当金の計上基準
役員賞与引当金

役員賞与の支払に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準
当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

    ステップ１：顧客との契約を識別する
    ステップ２：契約における履行義務を識別する
    ステップ３：取引価格を算定する
    ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
    ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する

当社は子会社への経営指導を行っており、当社の子会社を顧客としております。
経営指導にかかる契約については、経営、企画等の指導を行うことを履行義務として識別してお
り、当該履行義務は時の経過により充足されるため、契約期間にわたり期間均等で収益計上して
おります。

(5) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として
処理しております。
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(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）

当社グループの資金効率化を目的としたＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）
の利用により、グループ間の融資に関連して、「短期貸付金」1,900百万円、「預り金」
13,920百万円を貸借対照表に計上しております。

② グループ通算制度の適用に係る税効果会計の適用
当社及び当社グループの国内関係会社は、当事業年度よりグループ通算制度を適用しておりま
す。また、グループ通算制度を適用する場合の法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計
処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理並びに開示に関する
取扱い」（実務対応報告第42号）に従っております。

２．貸借対照表に関する注記
(1) 減価償却累計額

有形固定資産 84百万円

(2) 保証債務
  子会社の金融機関からの借入債務に対し、総額50,405百万円の保証を行っております。

（保証予約含む）

(3) 関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 2,099百万円
短期金銭債務 13,956百万円
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３．損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との取引高

営業取引
売上高 4,252百万円
販売費及び一般管理費 273百万円
営業取引以外の取引高 46百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当事業年度末における発行済株式数

普通株式 696,443,096 株

(2) 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 5,000,000 株

(3) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の

総額
(百万円)

１株当たり
配当額

(円)
基準日 効力発生日

2025年５月26日
取締役会 普通株式 1,741 2.50 2025年６月４日 2025年６月25日

2025年11月27日
取締役会 普通株式 1,741 2.50 2025年12月16日 2026年１月14日

(4) 配当の基準日及び効力発生日が翌期となる剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の

総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり

配当額
(円)

基準日 効力発生日

2026年５月28日
取締役会 普通株式 1,728 利益剰余金 2.50 2026年６月５日 2026年６月26日

配当金の総額は、計算書類の取締役会決議日である 2026 年５月 28 日現在の発行済株式数 696,443,096
株より、自己株式の株式数 5,000,000 株を控除した株数に基づいて、計算しております。

配当基準日である 2026 年６月５日において自己株式を保有している場合には、当該自己株式の総数に１
株当たりの配当金額を乗じた額を控除した残額を配当金の総額といたします。



―22―

５．税効果会計に関する注記
(1)繰延税金資産

関係会社株式 2,506 百万円
繰越欠損金 791 百万円
その他 275 百万円
繰延税金資産 小計 3,572 百万円
評価性引当額 △3,533 百万円
繰延税金資産 合計 39 百万円

(2)繰延税金負債
為替換算差益の益金不算入 37 百万円
その他 2 百万円
繰延税金負債 合計 39 百万円
繰延税金負債 純額 0 百万円

６．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社は、一時的な余資は安全性の高い預金で資金運用し、資金調達については、調達時点で最も効
率的と判断される方法で実行することを取組方針としております。
なお、当社のデリバティブ取引は、実需に伴う取引に限定し実施することを原則とし、投機的な取
引は一切行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
貸付金は、子会社に対するものであり、貸付先である子会社の信用リスクに晒されています。
子会社ごとに期日及び残高を管理するとともに、回収状況をモニタリングし、財務状況の悪化等に
よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
未払金、未払法人税等及び預り金は、主に２～３ヶ月以内の支払期日であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
「現金及び預金」、「短期貸付金」、「未払金」、「未払法人税等」及び「預り金」については、
短期間で決済されるため時価が帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。
また、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額 関係会社株式 99,712 百万円）については時価
の算定をしておりません。

科  目
貸借対照表計上額

(単位：百万円)
時価

(単位：百万円)
差額

(単位：百万円)
長期借入金

（1 年以内返済長期借入金を含む）
（7,500） （7,500） ―

＊負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
(注) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

長期借入金
長期借入金の時価の算定は、短期間で市場金利を反映し、かつ期末日現在の当社の信用状態が、借
入実行時と大きく異なっていないため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。
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７．関連当事者との取引に関する注記
子会社等 （単位：百万円）

属 性 会社等
の名称

議決権等
の所有

(被所有)
割 合

関係内容
取引内容 取引金額 科 目 期末残高役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

株式会社
ダイナム

直接
100％ あり 経営管理

資金の受託
(注2) ― 預 り 金 10,372

利息の支払
(注2) 16 ― ―

債務保証
(注4) 17,920 ― ―

財務経理業務
の委託等 147 ― ―

経営指導料
(注3) 432 ― ―

配当の受取 3,581 ― ―

株式会社
ダイナム
ビジネス
サポート

直接
100％ ― 経営管理

資金の貸付
(注1) ― 短期貸付金 700

利息の受取
(注1) 9 未 収 収 益 2

資金の受託
(注2) ― 預 り 金 335

利息の支払
(注2) 1 ― ―

債務保証
(注4) 8,800 ― ―

経営指導料
(注3) 10 ― ―

配当の受取 69 ― ―

Dynam
Aviation
Ireland
Limited

直接
100％

あり 経営管理
出資の引受 3,078 関係会社株式 32,007

債務保証予約
(注5) 18,860 ― ―

株式会社
キャビン
プラザ

直接
100％ ― 経営管理

資金の受託
(注2) ― 預 り 金 1,442

利息の支払
(注2) 3 ― ―

経営指導料
(注3) 8 ― ―

配当の受取 20 ― ―

株式会社
日本ヒュウ

マップ
直接

100％ ― 経営管理

資金の貸付
(注1) ― 短期貸付金 200

利息の受取
(注1) 2 未 収 収 益 0

資金の受託
(注2) ― 預 り 金 739

利息の支払
(注2) 1 ― ―

経営指導料
(注3) 6 ― ―

配当の受取 27 ― ―
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属 性 会社等
の名称

議決権等
の所有

(被所有)
割 合

関係内容
取引内容 取引金額 科 目 期末残高役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
夢コーポ

レーション
株式会社

直接
100％ ― 経営管理

資金の貸付
(注1) 500 短期貸付金 1,000

利息の受取
(注1) 10 未 収 収 益 0

資金の受託
(注2) ― 預 り 金 10

利息の支払
(注2) 0 ― ―

債務保証
(注4) 4,825 ― ―

店舗に係る賃借契約
に対する連帯保証 50 ― ―

経営指導料
(注3) 33 ― ―

配当の受取 61 ― ―

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等
1. 資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して取締役会にて合理的に決定しております。
2. 資金の受託については、当社が運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）における短期的且つ

反復的な取引のため、取引金額は記載を省略しております。受託利率は市場金利を勘案して取締役会にて合理
的に決定しております。

3. 経営指導料については、子会社の基本的な経営数値や負担能力を勘案し、客観的基準により取締役会にて決定
しております。

4. 株式会社ダイナム、株式会社ダイナムビジネスサポート及び夢コーポレーション株式会社の銀行借入につき、
債務保証を行ったものであります。なお、保証料の受取は行っておりません。

5. Dynam Aviation Ireland Limitedの銀行借入につき、将来において一定の事象発生時に債務保証を行うものであ
ります。なお、保証料の受取は行っておりません。

８．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産 126円11銭
１株当たり当期純利益 4円63銭

９．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 (4)重
要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

１０．国際最低課税額に対する法人税等に関する注記
法人税、住民税及び事業税に含まれる国際課税額に対する法人税等の金額は110百万円であります。

１１．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本   

独立監査人の監査報告書

2026年５月28日
株式会社ダイナムジャパンホールディングス
取締役会 御中

PwC Japan有限責任監査法人
                                   東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 千 葉 達 哉 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 新 保 智 巳 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ダイナムジャパンホール

ディングスの2025年４月１日から2026年３月31日までの第15期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計
算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整
備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
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算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。

監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガ
ードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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監査委員会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査委員会は、2025年４月1日から2026年３月31日までの第15期事業年度における取締役及び
執行役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いた
します。

１．監査の方法及びその内容
監査委員会は、会社法第416条第１項第１号ロ及びホに掲げる事項に関する取締役会決議の内

容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び執行役
並びに使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明し、かつ、監査委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部
統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び執行役等からその職務の執行に関する事
項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、会社の業務及び財産の状況を調査いたしました。子
会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書並びに計算書類(貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について検討いた
しました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

二 取締役及び執行役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大
な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容並びに取締役及び執行役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人PwC Japan有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月28日
株式会社ダイナムジャパンホールディングス 監査委員会

監査委員 神 田 聖 人 ㊞
監査委員 トーマス・イップ ㊞
監査委員 加 藤 公 司 ㊞

(注) 監査委員は全員、会社法第２条第15号及び第400条第３項に規定する社外取締役であります。

以 上
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（単位：百万円）

連 結 財 政 状 態 計 算 書
（ 2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 現 在 ）

科   目 金   額 科   目 金   額
（資産） （負債）

非流動資産 流動負債
有形固定資産 183,244 仕入債務及びその他の

債務 12,996使用権資産 86,663
投資不動産 6,577 借入金 43,860
無形資産 6,706 リース負債 9,955
その他の包括利益を通
じて公正価値で測定す
る金融資産 2,386

引当金 1,496

未払法人所得税 1,304

リース債権 6,980 その他の流動負債 10,560  
繰延税金資産 10,340 流動負債合計 80,171
その他の非流動資産 6,560
非流動資産合計 309,456

流動資産 非流動負債
棚卸資産 3,543 繰延税金負債 220
売上債権 433 借入金 66,827
リース債権 3,021 リース負債 93,078
景品 2,954 引当金 5,868
未収還付法人所得税 10 その他の非流動負債 3,317
その他の流動資産 1,843 非流動負債合計 169,310
現金及び現金同等物 36,828
流動資産合計 48,632

負債合計 249,481
売却目的で保有する資産 24,160 （資本）

資本金 15,000 
資本剰余金 5,583 
自己株式 △331
利益剰余金 106,464
その他の資本の構成要素 6,036
親会社の所有者に帰属す
る持分合計

132,752

非支配持分 15

資本合計 132,767
資産合計 382,248 負債及び資本合計 382,248

【参考情報】
株式会社ダイナムジャパンホールディングス
連結計算書類（ＩＦＲＳ） 〔未監査〕
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連 結 損 益 計 算 書
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位：百万円）
科       目 金      額

営業収入 123,186

営業費用 △113,716

一般管理費 △3,780

その他の収入 8,691

その他の費用 △5,227

営業利益 9,154

金融収益 641

金融費用 △5,820

税引前当期利益 3,975

法人所得税費用 △1,370

当期利益 2,605

当期利益の帰属

親会社の所有者 2,603

非支配持分 2

当期利益 2,605



―30―

連 結 持 分 変 動 計 算 書
5

（2025年４月１日から 2026年３月31日まで）

（単位：百万円）

項 目

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の資本の構成要素

固定資産
評価益

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する金融資

産
2025年４月１日（期首）残高 15,000 5,583 － 107,343 164 △5,915

当期利益 － － － 2,603 － －

その他の包括利益 － － － － 269 △223

当期包括利益合計 － － － 2,603 269 △223

自己株式の取得 － － △331 － － －

2025/2026年度配当金 － － － △3,482 － －

当期変動額合計 － － △331 △879 269 △223

2026年３月31日（期末）残高 15,000 5,583 △331 106,464 433 △6,138

項 目

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計その他の資本の構成要素
合計

在外営業活動体
の換算差額

キャッシュ・
フロー・ヘッ

ジ
合計

2025年４月１日（期首）残高 10,347 △1,199 3,397 131,323 13 131,336

当期利益 － － － 2,603 2 2,605

その他の包括利益 3,690 △1,097 2,639 2,639 0 2,639

当期包括利益合計 3,690 △1,097 2,639 5,242 2 5,244

自己株式の取得 － － － △331 － △331

2025/2026年度配当金 － － － △3,482 － △3,482

当期変動額合計 3,690 △1,097 2,639 1,429 2 1,431

2026年３月31日（期末）残高 14,037 △2,296 6,036 132,752 15 132,767
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その他の事項

(1) 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 23社
主要な連結子会社の名称

株式会社ダイナム、株式会社キャビンプラザ、夢コーポレーション株式会社、株式会社ダイナ
ムビジネスサポート、株式会社日本ヒュウマップ、Dynam Hong Kong Co.,Limited（大樂門香
港有限公司）、Dynam Aviation Ireland Limited

(2) 会計処理基準に関する事項
連結計算書類の作成の基礎

国際財務報告基準（IFRS）に基づいて作成された本連結財務諸表は、当社が株主に有益な情報
を提供することを目的に参考情報として任意に開示するものであり、会社法に基づく法定開示内
容ではありません。

本連結財務諸表は、2026年３月31日に終了する連結会計年度において、国際会計基準審議会
（IASB）により公表されたIFRSに準拠した連結財務諸表のうち、連結財政状態計算書、連結損益
計算書及び連結持分変動計算書のみを記載したものであり、完全な一組の連結財務諸表とは異な
ります。

また、本連結財務諸表は、独立監査人による監査を受けておりません。

なお、本連結財務諸表は、当社の機能通貨である円貨建で表示され、特に記載がない限り、す
べて百万円単位で表示されております。

(3) 新しいIFRS基準書及び解釈指針の適用
2025年４月１日に開始する会計期間において、下記のIFRS基準書及び解釈指針を適用しており

ますが、経営成績及び財政状態に与える重要な影響はありません。

- IAS第21号（改訂） 外国為替レート変動の影響
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株主総会参考書類

第１号議案  株式の割当、発行及び取引の包括授権の件（普通決議）

日本及び香港の適用法令並びに香港証券取引所上場規則を遵守することを条件として、株主割当に
おける新株予約権の割当・発行の場合を除き、株式又は株式に転換可能な証券の随時の発行・割当及
び取引（自己株式として保有する株式の売出し・譲渡を含みます。）、並びに本授権期間中又はその
終了後の株式の割当・発行に繋る申出・合意及びオプション付与のための会社の全ての権限行使を、
以下に定義される関連期間内において、取締役会に対して包括的かつ無条件に授権することをお願い
するものであります。ただし、当該授権によって発行される株式の総数は、条件付か無条件かを問わ
ず、本決議日現在での発行済株式総数（自己株式を除きます。）の20％を超えないものといたします。

また、当該授権は、関連期間において効力を有するものであり、関連期間とは、本決議日から以下
の中で最も早い時までの期間をいいます。

１．本議案可決後の次回当社定時株主総会の閉会時
２．本議案可決から12か月経過後
３．本議案で定めた権限が株主総会の特別決議で取消され、又は変更された場合、かかる取消し、

変更があった日

第２号議案  自己株式取得の包括授権の件（普通決議）

日本及び香港の適用法令並びに香港証券取引所上場規則を遵守することを条件として、香港証券取
引所が開設する市場において自己株式を取得するための会社の全ての権限行使を、以下に定義される
関連期間内において、取締役会に対して包括的かつ無条件に授権することをお願いするものでありま
す。ただし、当該授権によって取得することが可能な自己株式の総数は、本決議日現在での発行済株
式総数（自己株式を除きます。）の10％を超えないものといたします。

また、当該授権は、関連期間において効力を有するものであり、関連期間とは、本決議日から以下
の中で最も早い時までの期間をいいます。

１．本議案可決後の次回当社定時株主総会の閉会時。ただし、当該株主総会において、授権が無条
件又は条件付で更新される旨の普通決議が可決された場合を除く

２．本議案で定めた権限が株主総会の普通決議で取消され、又は変更された場合、かかる取消し、
変更があった時

注記：（１）本議案に関し、「書類Ａ」を付した説明書には、香港証券取引所上場規則における自
己株式の取得に関する重要規定の概要を記載しております。

（２）「書類Ａ」を付した説明書の原本は英語で作成されています。
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説明書  

以下は、上場規則第 10.06 条(1)(b)に基づき、株主の皆様が定時総会で提案される当社株式取得の包
括的授権（以下「自己株式取得の授権」といいます）についての普通決議案に賛成するか反対するかに
ついて、十分な情報に基づいて判断できるよう、株主の皆様に送付することが義務付けられている説明
文です。

1. 株式資本

本書類作成日において、696,443,096株の当社の普通株式が発行済みかつ払込済みで、当社は、うち
5,000,000株を自己株式として保有しております。

本書類作成日から定時総会開催日までに発行済みかつ払込済みの当社株式数及び自己株式数に変更が
ないこと、上述の普通決議案が可決されることを前提として、当社は、関連期間内に、自己株式取得の
授権に基づいて定時総会の日における当社の発行済み株式（自己株式を除きます）の10%以下に相当す
る最大69,144,309株までの普通株式を取得することができます。

当社は、自己株式取得の授権に基づき自己株式を取得する場合、当該自己株式の取得が行われる時点
における市場の状況および当社グループの資本管理の必要性に応じて、取得した自己株式を消却し、又
は自己保有する可能性があります。当社が自己株式を保有する場合、自己保有株式の転売、移転又はそ
の他の使用は、上場規則、定款及び日本の適用法令に従って行われます。

自己株式のうち、自己名義で登録されている自己株式については、適用法令により停止される株主の
権利を行使したり、権利を受け取ったりしないようにするための措置を講じるものとします。

CCASSに預託されている自己株式については、当社は、当該株式が自己株式として自己名義で登録さ
れていたとしたら適用法令により停止される株主の権利を行使したり、権利を受領したりしないように
するための措置を講じるものとします。かかる措置には、例えば、(i) CCASSに預託されている自己株式
に関して、HKSCCノミニーズ・リミテッドに対して当社の株主総会で当社の議決権行使の指示を行わな
いよう当社の証券会社に依頼すること、及び、(ii)当社が配当又は分配を行う場合、株主名簿管理人及び
証券会社に対し、CCASSに保管されている買戻し株式を自己株式として明確に識別できるように記録を
更新するよう、書面による明確な指示を行うことの当社の承認を得ることなどが含まれます。

2. 自己株式取得の理由

取締役会は、市場での自己株式取得を可能にする包括権限を得ることが当社及び当社株主の最大の利益
に適うと考えております。自己株式取得が行われるのは、それが当社及び当社株主の利益になると取
締役会が考えたときだけです。かかる自己株式取得は、その時の市場の状況及び取得資金の取決め次第
では、１株当たりの当社の純資産や利益を増加させる可能性があります。

3. 自己株式取得の資金

自己株式取得の際に、当社は定款及び日本の適用法令に従って法的に利用可能な資金のみを用いるこ
とができます。

書類Ａ
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4. 自己株式取得の影響

自己株式取得の授権が完全に行使された場合には、（2026年3月31日に終了した会計年度の当社の年次
報告書に含まれる監査済み連結財務諸表で開示された状況と比較して）当社の運転資本又は他人資本使
用比率に重大な悪影響が生じる余地があります。しかし、取締役会は、適切と考える当社の運転資本又
は他人資本使用比率に重大な悪影響を及ぼすことになる場合には、自己株式取得の授権の行使を提案し
ません。

5. 取締役、その密接関連者及び中核関連当事者

当社の取締役及びその密接関連者(close associates)（上場規則で定義する）は、自己株式取得の授権が
当社株主により承認されても、当社又はその子会社に当社株式を売却する意図を現在有しておりません。

当社の中核関連当事者（上場規則で定義する）の中で、自己株式取得の授権が認められた場合に当社
に対して当社株式を売却する意図を現在有すること、あるいは、かかる売却をしない誓約をすることを
当社に知らせた者はおりません。

6. 通則

取締役会は、上場規則、適用される日本の法令及び定款に定める規則に従い、自己株式取得の授権を
行使します。

当社は、本書類の説明文には上場規則10.06(1)(b)で求められる情報が含まれていること、本説明文及
び自己株式取得の授権は通常の実務の範囲内で行われていることを確認します。

7. 企業買収コード及び浮動株

自己株式取得の授権にしたがった自己株式取得の結果、当社株主の議決権保有比率が増えると、それ
は香港の企業買収コード（以下「買収コード」といいます。）の解釈上、買収と取り扱われます。した
がって、当社株主又は共同して行為する当社株主のグループ（買収コードで定める意味）は、自社株式
取得による当社株主の持分の増加のレベルに応じて、当社の支配の取得又は統合が可能となり、買収コ
ード規則26にしたがって強制公開買付の義務を負う可能性があります。

本書類作成日において、取締役会が知りうる限りにおいて、Sato Aviation Capital Limited (以下「SAC」
といいます)は、その支配下にある会社の保有分とあわせて、約40.98%の当社の発行済み株式（自己株式
を除きます）を保有しています。定時総会で付与が提案されている自己株式取得の授権をすべて行使す
ると、SACが保有する株式の割合は約40.98%から約45.53%に増加します。取締役の知りうる限りでは、
このような増加はSACにとって買収コード規則26に基づく強制公開買付の義務を生じさせる可能性があ
ります。SACを除き、取締役会が自己株式取得の授権を行使した場合に、買収コードの規則 26 に従っ
て強制的公開買付を行う義務を負う可能性のある株主、又は、協同して行動する株主グループを取締役
会は認識していません。しかしながら、取締役会は現在のところ、買収コードに基づく強制公開買付の
義務を生じさせるような程度まで、あるいは、株式上場時に証券取引所が定めた最低浮動株比率である
20.9%未満まで一般株主の保有比率を低下させるような程度まで、自己株式取得の授権を行使する意向は
現在のところありません。

書類Ａ
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8. 当社による自社株買い

当社が、自己株式を取得した過去６か月の実績は以下のとおりとなっています。

年月日 取得株数（株）
株価（香港ドル）

最高値 最安値

2026/3/12 500,000 3.19 3.14
3/13 500,000 3.15 3.14
3/16 479,600 3.33 3.12
3/17 500,000 3.39 3.27
3/19 500,000 3.42 3.24
3/23 500,000 3.27 3.24
3/24 500,000 3.24 3.21
3/25 500,000 3.25 3.21
3/26 500,000 3.25 3.21
3/27 257,000 3.39 3.23
3/30 131,000 3.42 3.38
3/31 132,400 3.46 3.42

9. 株価

過去 12 か月間の各月での当社株式の香港証取における取引価格の最高値及び最安値は以下のとおりと
なっています。

年月
株価（香港ドル）

最高値 最安値
2025年 5月 3.51 3.19

6月 3.79 3.36
7月 3.91 3.30
8月 3.91 3.51
9月 3.85 3.54

10月 3.65 3.39
11月 3.55 3.37
12月 3.72 3.30

2026年 1月 3.46 3.28
2月 3.58 3.33
3月 3.52 3.10
4月 3.52 3.22
5月♯ 3.38 3.16

             ♯直近で確認できた最終日（5月28日）まで

書類Ａ
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第３号議案  取締役８名選任の件（普通決議）

本株主総会終結の時をもって、取締役８名全員は任期満了となります。つきましては指名委員会の
決定に基づき取締役８名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであり、このうち、加藤光利氏、トーマス・イップ氏、神田聖人氏、加
藤公司氏及び伊藤まゆみ氏の５名が、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者
であります。

候補者
番 号 氏名 選任後の当社における地位及び担当

１ 保坂
ほ さ か

明
あきら 取締役兼執行役 取締役会議長

代表執行役社長 指名委員 報酬委員
再 任

２ 佐藤
さ と う

洋治
よ う じ

非業務執行取締役 再 任

３ 佐藤
さ と う

公平
こうへい

非業務執行取締役 再 任

４ 加藤
か と う

光
みつ

利
とし 独立非業務執行取締役

指名委員会議長 報酬委員会議長
再 任

５ トーマス・イップ
独立非業務執行取締役

監査委員
再 任

６ 神田
か ん だ

聖人
きよひと 独立非業務執行取締役

監査委員会議長
再 任

７ 加藤
か と う

公司
こ う じ 独立非業務執行取締役

監査委員
再 任

８ 伊藤
い と う

まゆみ
独立非業務執行取締役

指名委員 報酬委員
再 任

         再 任 再任取締役候補者  

候補者番号 １ 保坂
ほ さ か

明
あきら

  再任

現在の当社における地位及び担当
取締役兼執行役 取締役会議長
指名委員、報酬委員
代表執行役社長

取締役会、委員会での活動状況
取締役会 100％（13/13回）
指名委員会 100％（  3/3回）
報酬委員会 100％（ 3/3回）

所有する当社株式の数
78,121株

生年月日
1972年10月６日

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1995年４月 ㈱ダイナム 入社
2008年３月 同社 新潟ゾーン・ゾーンマネジャー
2016年５月 同社 経営管理部長
2017年６月 同社 取締役
2020年６月 同社 代表取締役社長（現任）
2020年６月
2023年６月

当社 非業務執行取締役
当社 取締役兼執行役 取締役会議長 代表執行役社長

（現任）
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候補者番号 ２ 佐藤
さ と う

洋治
よ う じ

  再任

現在の当社における地位及び担当
非業務執行取締役

取締役会、委員会での活動状況
取締役会 100％（13/13回）

所有する当社株式の数
0株

生年月日
1945年９月24日

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1970年１月 佐和商事㈱（現 ㈱ダイナム）入社
1978年９月 同社 代表取締役社長
2000年６月 同社 代表取締役会長
2003年４月 ㈱ダイナム綜合投資（現 ㈱日本ヒュウマップ）

代表取締役社長
2007年３月 ㈱ダイナムホールディングス 取締役兼執行役

代表執行役社長
2009年12月 一般財団法人ワンアジア財団 （現 一般財団法人ユーラ

シア財団 from Asia）代表理事（現任）
2011年９月 当社 取締役兼執行役 取締役会議長 代表執行役社長
2013年１月 Dynam Hong Kong Co.,Limited（大樂門香港有限公司）

Director and CEO
2013年６月 当社 取締役 取締役会議長
2015年６月 Dynam Hong Kong Co.,Limited（大樂門香港有限公司）

Director（現任）
2015年６月
2016年６月

当社 取締役
当社 非業務執行取締役（現任）

候補者番号 ３ 佐藤
さ と う

公平
こうへい

  再任

現在の当社における地位及び担当
非業務執行取締役

取締役会、委員会での活動状況
取締役会 100％（13/13回）

所有する当社株式の数
49,639,680株

生年月日
1954年11月26日

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1983年３月 タケダ理研工業㈱（現 ㈱アドバンテスト）入社
1985年６月 日本コダック㈱ 入社
1995年６月 ㈱ダイナム 入社
1998年６月 同社 取締役
2000年６月 同社 代表取締役社長
2013年１月 当社 代表執行役
2013年６月 当社 代表執行役社長
2014年６月 当社 取締役兼執行役 代表執行役社長
2015年６月 ㈱ダイナム 取締役会長
2015年６月 Dynam Hong Kong Co.,Limited（大樂門香港有限公司）

Director and CEO
2015年６月 当社 取締役兼執行役 取締役会議長 代表執行役社長
2020年４月 当社 非業務執行取締役（現任）
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候補者番号 ４ 加藤
か と う

光
みつ

利
とし

   再任

現在の当社における地位及び担当
独立非業務執行取締役
指名委員会議長
報酬委員会議長

取締役会、委員会での活動状況
取締役会 100％（13/13回）
指名委員会 100％（  3/3回）
報酬委員会 100％（  3/3回）

所有する当社株式の数
0株

生年月日
1958年３月20日

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1982年４月 ㈱東京銀行（現 ㈱三菱UFJ銀行）入行
1988年４月 金東財務有限公司 外部派遣
1990年３月 Banque Indosuez（現 Credit Agricole Corporate and 

Investment Bank）入行
1991年４月 同行 東京支店 Vice President
2005年１月 ㈱エコマテリアル 監査役
2006年12月 同社 取締役兼財務執行役員（CFO）
2012年２月 同社 代表取締役兼CFO
2012年２月 当社 独立非業務執行取締役（現任）

＜独立非業務執行取締役候補者の選任理由＞
加藤光利氏は、金融界及び企業経営に関する豊富な経験、知見を有しております。これらを活かし、経営
に対しての客観的視点での提言、業務執行全般に関する的確な助言、独立した立場からの監督機能の発揮
を期待し独立非業務執行取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は現在、当社の独立
非業務執行取締役であり、その在任期間は本株主総会終結の時をもって14年３か月であります。

候補者番号 ５ トーマス・イップ   再任

現在の当社における地位及び担当
独立非業務執行取締役
監査委員

取締役会、委員会での活動状況
取締役会 100％（13/13回）
監査委員会 100％（15/15回）

所有する当社株式の数
0株

生年月日
1961年３月22日

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1984年５月 Touche Ross & Co. Hong Kong 入社
1986年１月 Price Waterhouse, Sydney Office 入所
1988年12月 同所 Hong Kong Office
1994年７月 同所 Senior Audit Manager
2002年１月 CCIF CPA Limited 入社
2003年10月 同社 Practising Director
2008年３月 AIP Partners C.P.A. Limited 入社、Practising Director（現任）
2012年２月 当社 独立非業務執行取締役（現任）

＜独立非業務執行取締役候補者の選任理由＞
トーマス・イップ氏は、香港公認会計士として税務、会計に関する豊富な経験、知見を有しております。
これらを活かし、経営に対しての客観的視点での提言、香港法及び内部統制に関する的確な助言、独立し
た立場からの監督機能の発揮を期待し独立非業務執行取締役として選任をお願いするものであります。な
お、同氏は現在、当社の独立非業務執行取締役であり、その在任期間は本株主総会終結の時をもって14年
３か月であります。
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候補者番号 ６ 神田
か ん だ

聖人
きよひと

   再任

現在の当社における地位及び担当
独立非業務執行取締役
監査委員会議長

取締役会、委員会での活動状況
取締役会 100％（13/13回）
監査委員会 100％（15/15回）

所有する当社株式の数
0株

生年月日
1964年10月７日

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1991年10月 山一證券㈱ 入社
1993年12月 税理士登録
1995年７月 神田聖人税理士事務所 開設（現任）
1998年５月 会計検査院研修所 講師（現任）
2011年４月 目白大学経営学部 非常勤講師
2017年６月 当社 独立非業務執行取締役（現任）
2019年４月 自治大学校 講師（現任）

＜独立非業務執行取締役候補者の選任理由＞
神田聖人氏は、税理士として税務、会計に関する豊富な経験、知見を有しております。これらを活かし、
経営に対しての客観的視点での提言、内部統制に関する的確な助言、独立した立場からの監督機能の発揮
を期待し独立非業務執行取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は現在、当社の独立
非業務執行取締役であり、その在任期間は本株主総会終結の時をもって9年であります。

候補者番号 ７ 加藤
か と う

公司
こ う じ

   再任

現在の当社における地位及び担当
独立非業務執行取締役
監査委員

取締役会、委員会での活動状況
取締役会 100％（13/13回）
監査委員会 100％（15/15回）

所有する当社株式の数
0株

生年月日
1968年１月17日

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1994年４月 弁護士登録、石井法律事務所 入所
1997年４月 岡村綜合法律事務所 入所
2001年11月 米国ニューヨーク州司法試験合格
2002年５月 Land of Lincoln Legal Foundation(イリノイ州)入所
2002年８月 Steptoe & Johnson 法律事務所（ワシントンD.C.）入所
2004年４月 岡村綜合法律事務所パートナー（現任）
2020年６月 当社 独立非業務執行取締役（現任）

＜独立非業務執行取締役候補者の選任理由＞
加藤公司氏は、弁護士としての豊富な経験や法務全般に関する高度な知見、見識を有しております。これ
らを活かし、経営に対しての客観的視点での提言、内部統制に関する的確な助言、独立した立場からの監
督機能の発揮を期待し独立非業務執行取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は現
在、当社の独立非業務執行取締役であり、その在任期間は本株主総会終結の時をもって6年であります。
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候補者番号 ８ 伊藤
い と う

まゆみ   再任
現在の当社における地位及び担当

独立非業務執行取締役
指名委員、報酬委員

取締役会、委員会での活動状況
取締役会 100％（13/13回）
指名委員会 100％（ 3/3回）
報酬委員会 100％（  3/3回）

所有する当社株式の数
0株

生年月日
1962年１月28日

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1985年４月 トムソンジャパン㈱ 入社
1987年８月 エルメスジャポン㈱ 入社
2005年１月 リシュモンジャパン㈱ 入社
2011年２月 スウォッチグループジャパン㈱ 入社
2017年７月 ＳＨＩＧＥＴＡ㈱ 入社
2020年８月 プレミアアンチエイジング㈱ 入社
2021年12月 エピステーメー合同会社 代表（現任）
2023年６月 当社 独立非業務執行取締役（現任）

＜独立非業務執行取締役候補者の選任理由＞
伊藤まゆみ氏は、マーケティング及び企業経営に関する豊富な経験、知見を有しております。これらを活
かし、経営に対しての客観的視点での提言、業務執行全般に関する的確な助言、独立した立場からの監督
機能の発揮を期待し独立非業務執行取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は現在、
当社の独立非業務執行取締役であり、その在任期間は本株主総会終結の時をもって3年であります。

(注) １．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．独立非業務執行取締役の選定理由について
当社は指名委員会等設置会社であります。指名委員会等設置会社は、取締役会が経営の監督
に特化するとともに、監査役制度に代わり、独立非業務執行取締役が過半数を占める指名委
員会、監査委員会、報酬委員会の三つの委員会を設置して経営の透明性の向上を図り、業務
執行に専従する機関として執行役を置き、「経営の監督機能」と「業務執行機能」とを明確
に分離し、両者を有効に機能させる組織機構であります。そのため指名委員会等設置会社で
は複数の独立非業務執行取締役を選任する必要がありますが、当社では取締役会機能の一層
の強化を目指し、５名の選任をお願いするものです。

３．独立非業務執行取締役との責任限定契約について
該当事項はありません。

４．役員等賠償責任保険契約について
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で
締結し、被保険者が負担することになる損害賠償金及び争訟費用に対し当該保険契約により
填補することとしております。各候補者が取締役に選任され、就任した場合には、当該保険
契約の被保険者に含まれます。
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附属資料

香港証券取引所上場規則13.74により、取締役選任議案において株主への開示を求められている事項で、
第３号議案に記載されていない該当事項は、次のとおりであります。

１．取締役候補者の任期
次回の定時株主総会終結時までの１年間

２．取締役候補者の年間報酬額（案）
保坂 明 氏    34,548,000円
佐藤 洋治氏      3,600,000円
佐藤 公平氏    6,000,000円
加藤 光利氏    7,200,000円
トーマス・イップ氏  6,000,000円
神田 聖人氏     7,200,000円
加藤 公司氏     6,000,000円
伊藤 まゆみ氏    6,000,000円

３．取締役候補者と当社取締役、上級管理職又は主要株主若しくは支配株主との関係
佐藤洋治氏及び佐藤公平氏は支配株主であり、この両名が兄弟であることを除き、候補者は互いに

何らの財務、事業、親族又はその他の重要な関係を有しておりません。また、佐藤一族（以下４.(1)注
④に定義）のそれぞれは支配株主であり、佐藤洋治氏の親族であります。

４．取締役候補者の当社及び当社関連企業における持分
招集通知発送日現在、証券先物条例及び上場発行体の取締役による証券取引に関する標準規範に基

づき、当社及び証券取引所に通知又は登録する必要がある取締役候補者の当社若しくは関連企業の株
式、原株及び債券における持分は以下のとおりとなります。

(1) 当社における持分

取締役候補者の氏名 持分の種類 保有する当社
株式数①

当社における
持分比率②

佐藤 洋治氏 支配企業の持分③ 283,332,560
配偶者の持分③ 760
その他④ 109,239,040

392,572,360 56.368％

佐藤 公平氏 受益者⑤ 49,639,680
配偶者の持分⑤ 5,500,000
その他④ 337,432,680

392,572,360 56.368％

保坂 明 氏 受益者 78,121 0.011％

注：
① 記載された全ての持分はロングポジション（買い持ち）であります。
② 本招集通知発送日の発行済株式数は696,443,096株(5,000,000株の自己株式を含む)でありま

す。
③ 当社株式283,332,560株のうち、佐藤洋治氏がその全株式を保有して支配するSato Aviation 

Capital Limited（以下「SAC」といいます。）が187,522,560株を保有しております。リッチ
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オ株式会社（以下「リッチオ」といいます。）は、残りの95,810,000株を保有しており、リ
ッチオの79.45％はSACが、4.82％は佐藤洋治氏が、15.73％は佐藤洋治氏がその全株式を保
有するユーラシア財団（from Asia）リミテッドが保有しております。したがって、佐藤洋治
氏は、SACとリッチオを直接又は間接に支配しており、SAC及びリッチオが保有する当社の
株式持分は、香港証券先物条例にしたがって佐藤洋治氏の株式持分であるとみなされます。
佐藤洋治氏の妻、佐藤恵子氏は当社株式760株を受益的に所有しており、香港証券先物条例
にしたがって佐藤洋治氏の株式持分とみなされます。

④ 佐藤恵子氏（佐藤洋治氏の妻）、佐藤政洋氏（佐藤洋治氏の弟）、佐藤茂洋氏（佐藤洋治氏
の弟）、佐藤公平氏（佐藤洋治氏の弟）（以下併せて「佐藤一族」といいます。）の各々は、
佐藤洋治氏及び相互に統一して議決権行使を行う了解があり、それゆえ、佐藤洋治氏又は他
の佐藤一族が保有する当社株式を保有するとみなされ、他方、佐藤洋治氏は佐藤一族が保有
する当社株式について保有するとみなされます。また、佐藤洋治氏、佐藤一族及びSACの
各々は支配株主として当社の保有する自己株式5,000,000株を保有するとみなされます。

⑤ 佐藤一族の一人である佐藤公平氏は、2025年６月24日に取締役に再任され、当社の非業務執
行取締役に就任しました。同氏は、当社株式49,639,680株を受益的に所有しております。佐
藤公平氏の妻、佐藤しずか氏は当社株式5,500,000株を受益的に所有しており、香港証券先物
条例にしたがって佐藤公平氏の株式持分とみなされます。

(2) 関連企業における持分
何れの取締役候補者も、当社関連企業の株式、原株、債券における持分若しくはショートポジシ

ョンを有しておりません。

５．上場規則13.51(2)に基づく追加情報
招集通知発送日現在、開示されている内容を除き、何れの取締役候補者も招集通知発送日の直前の

３年間に香港若しくは海外の証券取引所に有価証券が上場されている公開会社の取締役を務めたこと
はなく、香港証券取引所上場規則13.51(2)(h)から13.51(2)(v)の規定要件に基づき開示すべき候補者に
関する他の情報、また当社株主及び証券取引所が注意を払うべき他の事項は存在いたしません。

６．上場規則3.13に基づく独立要件
取締役候補者の加藤光利氏、トーマス・イップ氏、神田聖人氏、加藤公司氏及び伊藤まゆみ氏は、

香港証券取引所上場規則に基づく独立非業務執行取締役の候補者であります。
当社は、上場規則3.13に基づき各独立非業務執行取締役から独立性に関する確認を得ております。
取締役候補者の加藤光利氏及びトーマス・イップ氏は、その独立非業務執行取締役としての就任期

間が本株主総会終結の時をもって14年３か月、神田聖人氏は9年となることから、当社の指名委員会は、
各氏の独立性に関する年次確認内容を審査し、上場規則3.13に定める独立性を評価いたしました。その
結果、当社の指名委員会は、各氏が任期中において独立非業務執行取締役としての職責を十分に果た
し、当社グループの業務には直接的な関与はなく、各氏の独立性が損なわれたとする根拠がないこと
を確認いたしました。また各氏は、在任中独立した立場で見解を表明するとともに、豊富な経験と幅
広い見識を通じて、客観的な立場から取締役会が果たすべき機能に積極的に貢献したことも確認いた
しました。各氏の経歴及び過去の経験を併せて勘案すると、各氏の貴重な知識、経験は引き続き取締
役会、当社及び株主価値の向上に貢献すると考えられることから、当社の指名委員会は「各氏は依然
として独立しており、独立非業務執行取締役として再任されるべきである」と判断いたしました。

以 上
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第４号議案 香港証券取引所上場規則に基づく監査人選任の件（普通決議）

当社の香港証券取引所上場規則に基づく監査人であるPwC Japan有限責任監査法人は、本株主総会
終結の時をもって任期満了となりますので、新たに監査人の選任をお願いするものであります。

なお、本議案は、監査委員会の決定に基づいたものであります。
監査人候補者は、次のとおりであります。

(2026年３月31日現在)

名  称
PwC Japan有限責任監査法人
(英文名称：PricewaterhouseCoopers Japan LLC)

事 務 所 主たる事務所の所在地 東京都千代田区大手町一丁目１番１号

沿  革

2006年６月
2006年７月
2015年７月
2016年７月

2023年12月

あらた監査法人設立
業務開始
PwCあらた監査法人に名称変更
有限責任監査法人へ移行し
PwCあらた有限責任監査法人に名称変更
PwC京都監査法人と合併し
PwC Japan有限責任監査法人として業務開始

概  要

資本金 10億円

構成人員
パートナー 265名
監査・クライアントサービス従事職員 3,285名
その他職員 110名

合  計 3,660名
うち、資格保有者数

公認会計士 1,243名
会計士補・全科目合格者 694名

2027年3月31日に終了する事業年度の当社グループの連結財務諸表に関する中間レビュー、年次監
査、及びその他の監査関連サービスについて、PwC Japan有限責任監査法人へ支払う予定の監査報酬
の見込み額は、約105百万円から125百万円の範囲となる見込みです。

なお、この監査報酬の見積額は、監査委員会とPwC Japan有限責任監査法人との間で、監査人のチ
ーム構成、監査計画、実施状況、品質管理体制の整備状況、ならびに「監査人との提携に関する実務
指針」に基づく報酬案などを考慮し、十分な検討と独立した交渉を経て決定されたものであります。

以 上


